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第５章 介護保険制度の状況 

 

１ サービス基盤整備のために 

○ 介護保険施設の整備量の目標 

  平成２３年度までの整備状況や事業者の整備意向、入所待機者などを参考に

整備量を見込み床数の目標を定めました。平成２３年度末に廃止されることに

なっていた介護療養型医療施設は、当分の間、廃止が留保されたため、実績の

床数で計上しています。 

●　介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

床数 663床 663床 663床 743床

●　介護老人保健施設

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

床数 460床 460床 460床 610床

●　介護療養型医療施設

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

床数 63床 63床 63床 63床

●　介護専用型以外の特定施設（有料老人ホームを含む）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

床数 590床 590床 590床 590床

●　サービス付き高齢者向け住宅

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

床数 0 0 110床
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○ 地域密着型サービスの整備量の目標 

 平成２３年度までの整備状況や事業者の整備意向、認知症対応型共同生活介

護（グループホーム）の申込者数などを参考に整備量を見込みました。 

    平成２４年度に創設される２４時間対応の定期巡回・随時対応サービスと複

合型サービスについては、既存サービスの提供量を参考に整備量を見込んでい

ます。 

●　認知症対応型通所介護

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

整備数 5か所 6か所 7か所 8か所

●　小規模多機能型居宅介護

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

整備数 4か所 5か所 6か所 7か所

●　認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

整備数 9か所 11か所 12か所 13か所

●　地域密着型特定施設

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

整備数 1か所 1か所 1か所 2か所

●　24時間対応定期巡回・随時対応サービス

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

整備数 1か所 1か所 1か所

●　複合型サービス（小規模多機能型居宅介護と訪問看護）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

整備数 1か所 1か所 1か所
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２ 介護保険サービス利用者等の状況 

○ 要支援・要介護認定者の推移 

12年度 15年度 18年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

認定者数 3,625人 6,139人 7,059人 7,614人 7,834人 8,050人 8,188人 8,326人 8,441人
 

 

○ 介護保険サービス利用者の推移 

● 居宅サービス利用者の推移 

12年度 15年度 18年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

延利用者数 19,865人 42,577人 49,675人 54,315人 57,435人 61,455人 62,545人 70,929人 76,192人
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● 施設サービス利用者の推移 

12年度 15年度 18年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

延利用者数 6,585人 10,617人 11,962人 12,818人 13,198人 13,884人 15,516人 15,696人 17,904人
 

 

 

● 介護保険サービス利用者全体の推移 

12年度 15年度 18年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

延利用者数 26,450人 53,194人 63,390人 69,457人 73,439人 78,387人 86,167人 89,889人 97,590人
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○ 介護保険給付費の推移 

● 居宅サービス給付費の推移 

12年度 15年度 18年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

給付費 1,823,386千円 4,131,191千円 5,126,293千円 5,859,792千円 6,211,186千円 6,858,258千円 7,505,330千円 7,998,075千円 8,282,885千円
 

 

 

● 施設サービス給付費の推移 

12年度 15年度 18年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

給付費 2,203,088千円 3,292,289千円 3,150,485千円 3,413,426千円 3,541,835千円 3,716,202千円 3,890,568千円 3,942,239千円 4,486,012千円
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● 介護給付費全体の推移 

12年度 15年度 18年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

給付費 4,036,318千円 7,473,279千円 8,675,361千円 9,757,651千円 10,308,622千円 11,240,056千円 12,171,489千円 12,787,357千円 13,757,715千円
 

 

 

※ 介護給付費全体には、居宅介護サービス費、施設サービス給付費のほか、特定入所者介護

サービス費、高額介護サービス費、審査支払手数料を含みます。 
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３ 介護保険事業量の見込み 

  平成２２年度までの実績、今後の高齢者数や要介護認定者数などの推計値をも

とにサービス量を見込みました。 

 

 （１） 介護予防サービスの事業量 

   ○ 介護予防サービスの今後の見込み量 

２４年度 ２５年度 ２６年度

介護予防訪問介護 8,808人 9,689人 10,692人

介護予防訪問入浴介護 24回 24回 24回

介護予防訪問看護 684回 752回 845回

介護予防訪問リハビリテーション 720回 780回 840回

介護予防居宅療養管理指導 1,356人 1,451人 1,554人

介護予防通所介護 4,452人 4,818人 5,149人

介護予防通所リハビリテーション 996人 1,096人 1,214人

介護予防短期入所生活介護 768日 828日 888日

介護予防短期入所療養介護 61日 84日 108日

介護予防特定施設入居者生活介護 900人 924人 948人

介護予防福祉用具貸与 2,659人 2,930人 3,221人

介護予防支援 13,704人 15,074人 16,579人  

 

   ○ 地域密着型介護予防サービスの今後の見込み量 

２４年度 ２５年度 ２６年度

介護予防認知症対応型通所介護 36人 48人 72人

介護予防小規模多機能型居宅介護 96人 96人 108人

介護予防認知症対応型共同生活介護 12人 12人 12人  
 

○ 介護予防福祉用具支給の今後の見込み量 

２４年度 ２５年度 ２６年度

介護予防福祉用具支給 179人 186人 192人  
 

   ○ 介護予防住宅改修の今後の見込み量 

２４年度 ２５年度 ２６年度

介護予防住宅改修費支給 264人 279人 296人  
 



 - 55 - 

 （２） 介護給付サービスの事業量 

   ○ 介護給付サービスの今後の見込み量 

２４年度 ２５年度 ２６年度

訪問介護 355,368回 373,342回 392,733回

訪問入浴介護 12,432回 13,001回 13,636回

訪問看護 29,927回 31,423回 32,999回

訪問リハビリテーション 8,767回 8,840回 8,999回

居宅療養管理指導 18,420人 20,328人 22,348人

通所介護 154,390回 168,285回 183,413回

通所リハビリテーション 45,600回 48,792回 52,105回

短期入所生活介護 61,521日 65,828日 70,451日

短期入所療養介護 11,624日 12,205日 12,830日

特定施設入居者生活介護 5,112人 5,364人 5,453人

福祉用具貸与 27,812人 30,598人 32,742人

居宅介護支援 44,844人 48,984人 53,882人  

   ○ 地域密着型サービスの今後の見込み量 

２４年度 ２５年度 ２６年度

定期巡回・随時対応型訪問看護介護 276人 1,080人 1,104人

夜間対応型訪問介護 0 0 0

認知症対応型通所介護 8,078回 8,543回 8,984回

小規模多機能型居宅介護 752人 832人 924人

認知症対応型共同生活介護 1,572人 1,776人 1,980人

地域密着型特定施設入居者生活介護 348人 348人 696人

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 0 0 0

複合型サービス 60人 188人 216人  

   ○ 福祉用具支給の今後の見込み量 

２４年度 ２５年度 ２６年度

福祉用具支給 754人 809人 912人  
   ○ 住宅改修の今後の見込み量 

２４年度 ２５年度 ２６年度

住宅改修費支給 567人 598人 636人  
 （３） 施設サービスの事業量 

   ○ 介護保険施設サービスの今後の見込み量 

２４年度 ２５年度 ２６年度

介護老人福祉施設 8,820人 8,880人 9,168人

介護老人保健施設 6,120人 6,240人 7,740人

介護療養型医療施設 576人 576人 576人

療養病床からの転換分 0 0 0  
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４ 介護保険給付費の見込み 

  平成２２年度までの実績、今後の高齢者数や要介護（支援）認定者数などの推

計値をもとに、介護給付費や地域支援事業費を見込みました。 

 

 （１）介護予防サービス費の見込み 

２４年度 ２５年度 ２６年度

介護予防サービス 439,358 474,312 511,505

介護予防訪問介護 135,405 148,947 164,316

介護予防訪問入浴介護 120 120 120

介護予防訪問看護 4,327 4,760 5,337

介護予防訪問リハビリテーション 2,421 2,623 2,824

介護予防居宅療養管理指導 9,283 9,932 10,634

介護予防通所介護 151,688 163,527 174,729

介護予防通所リハビリテーション 41,627 45,789 50,702

介護予防短期入所生活介護 4,635 5,042 5,450

介護予防短期入所療養介護 539 739 951

介護予防特定施設入居者生活介護 76,589 78,808 81,027

介護予防福祉用具貸与 12,724 14,025 15,415

地域密着型介護予防サービス 8,996 9,092 10,194

介護予防認知症対応型通所介護 312 408 612

介護予防小規模多機能型居宅介護 5,992 5,992 6,890

介護予防認知症対応型共同生活介護 2,692 2,692 2,692

介護予防福祉用具支給 3,676 3,817 3,969

介護予防住宅改修費支給 30,549 32,285 34,252

介護予防支援 65,106 71,617 78,766

547,685 591,123 638,686

（単位：千円）

予防給付費計  
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 （２）介護給付費の見込み 

  

２４年度 ２５年度 ２６年度

居宅サービス 5,939,383 6,332,736 6,711,479

訪問介護 1,522,221 1,599,286 1,682,358

訪問入浴介護 161,356 168,739 176,980

訪問看護 226,900 238,245 250,210

訪問リハビリテーション 34,181 34,500 35,108

居宅療養管理指導 157,790 174,097 191,394

通所介護 1,280,843 1,396,119 1,521,659

通所リハビリテーション 457,480 489,503 522,743

短期入所生活介護 577,758 618,208 661,548

短期入所療養介護 130,023 136,524 143,481

特定施設入居者生活介護 994,610 1,042,273 1,059,155

福祉用具貸与 374,518 411,961 440,775

特定福祉用具支給 21,703 23,281 26,068

地域密着型サービス 725,436 867,504 1,023,320

定期巡回・随時対応型訪問看護介護 4,306 16,832 17,203

夜間対応型訪問介護 0 0 0

認知症対応型通所介護 106,048 112,070 117,894

小規模多機能型居宅介護 132,539 147,192 162,943

認知症対応型共同生活介護 384,680 434,891 484,452

地域密着型特定施設入居者生活介護 69,665 69,665 139,838

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0

複合型サービス 28,198 86,854 100,990

住宅改修 63,262 66,701 70,991

居宅介護支援 660,207 722,638 794,901

介護保険施設サービス 4,027,021 4,080,493 4,544,702

介護老人福祉施設 2,206,565 2,224,176 2,296,546

介護老人保健施設 1,637,775 1,673,636 2,065,475

介護療養型医療施設 182,681 182,681 182,681

療養病床からの転換分 0 0 0

11,415,309 12,070,072 13,145,393

（単位：千円）

介護給付費計  

 

 （３）地域支援事業費用額の見込み 

２４年度 ２５年度 ２６年度

50,000 50,000 50,000

166,000 171,000 176,000

216,000 221,000 226,000

　介護予防事業

　包括的支援事業・任意事業

合　　　　計

（単位：千円）
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（４） 介護保険第１号被保険者の保険料 

  ア 給付費の推計 

○ 標準給付費 

24年度 25年度 26年度 合計

総給付費 11,962,993,769円 12,661,194,634円 13,784,078,691円 38,408,267,094円

特定入所者介護サービス費等給付費 352,872,000円 366,986,880円 381,666,355円 1,101,525,235円

高額介護サービス費等給付費 262,496,000円 272,995,840円 283,915,673円 819,407,513円

審査支払手数料 10,367,900円 11,974,930円 12,573,660円 34,916,490円

標準給付費見込額（Ａ） 12,588,729,669円 13,313,152,284円 14,462,234,379円 40,364,116,332円  

○ 地域支援事業費 

  

2 4 年 度 2 5 年 度 2 6 年 度 合計

地域支援事業費（Ｂ） 216,000,000円 221,000,000円 226,000,000円 663,000,000円 
 

  イ 保険料の算出 

① 標準給付見込み額に地域支援事業費を加えた額から 21％の第１号被保険

者負担分相当額を算出する。 

② この額に国の調整交付金相当額を加えて、調整交付金見込額と準備基金取

崩額を引き、さらに財政安定化基金取崩額を引いて、保険料収納必要額を算

出する。 

③ 保険料収納必要額を予定保険料収納率で割り、保険料賦課総額を算出する。 

④ 保険料賦課総額を、所得段階を考慮して補正した被保険者数及び月数で割

り、保険料（基準月額）を算出する。 

⑤ この額を 12 か月でかけることにより保険料（年額）を算出する。 

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

F

Ｇ

Ｈ

Ｉ

Ｊ

Ｋ

Ｌ

Ｍ

÷　所得段階別加入割合補正後被保険者数÷１２箇月

　④　保険料（基準月額）

×　１２箇月

　⑤　保険料（年額）

－　介護給付等準備基金取崩額

－　財政安定化基金取崩額

　②　保険料収納必要額

÷　予定保険料収納率

　③　保険料賦課総額

標準給付費見込額

＋ 地域支援事業費

×　２１％（第１号被保険者の負担分）

　①　第1号被保険者負担分相当額

＋　調整交付金等相当額

－　調整交付金見込額
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①

②

③

④

⑤

※　小数点以下の端数処理により数字が合わないことがあります。

保険料収納必要額（Ｈ＝Ｃ＋Ｄ－Ｅ－Ｆ－Ｇ）

３年間の総額等

標準給付費見込額　（Ａ）

地域支援事業費　（Ｂ）

第１号被保険者負担分相当額（Ｃ＝(Ａ＋Ｂ)×21％）

調整交付金相当額　（Ｄ）

調整交付金見込額　（Ｅ）

予定保険料収納率　（ Ｉ ）

保険料賦課総額　（Ｊ＝Ｈ／ Ｉ ）

663,000,000円

8,615,694,430円

2,018,205,817円

1,356,234,000円

600,000,000円

66,068,021円

8,611,598,225円

98.30%

8,760,527,187円

40,364,116,332円

介護給付等準備基金取崩額　（Ｆ）

財政安定化基金取崩額　（Ｇ）

所得段階別加入割合補正後被保険者数（Ｋ）

保険料（年額）　（Ｍ＝Ｌ×１２）

保険料（月額）　（Ｌ＝ Ｉ ／Ｋ／１２）

54,024円

162,144人

4,502円

 

○ 第５期介護保険料 

段階
基準額
割合

月額 年額

第１段階 0.45 2,026円 24,312円

本人の課税年金収入＋合計所
得金額が80万円以下

第２段階 0.45 2,026円 24,312円

第２段階に該当しない人で、
本人の課税年金収入＋合計所
得金額が120万円以下

第３段階 0.625 2,814円 33,768円

第２段階、第３段階に該当し
ない人

第４段階 0.65 2,927円 35,124円

本人の課税年金収入＋合計所
得金額が80万円以下

第５段階 0.95 4,277円 51,324円

第５段階に該当しない人
第６段階
(基準額) 1.00 4,502円 54,024円

第７段階 1.125 5,065円 60,780円

第８段階 1.25 5,628円 67,536円

第９段階 1.40 6,303円 75,636円

第10段階 1.60 7,204円 86,448円

第11段階 1.80 8,104円 97,248円

第12段階 2.00 9,004円 108,048円

第13段階 2.25 10,130円 121,560円

第14段階 2.45 11,030円 132,360円

世帯に市町村民税
が課税されている
人がいる

本人の合計所得金額が150万円未満

本人の合計所得金額が150万円～200万円未満

本人の合計所得金額が200万円～300万円未満

本人の合計所得金額が300万円～500万円未満

本人は市町村民税
が課税されていな
い

本人は市町村民税
が課税されている

生活保護受給者又は世帯に市町村民税が課税されている人がいない老
齢福祉年金受給者

平成２４年度～２６年度

本人の合計所得金額が500万円～700万円未満

本人の合計所得金額が700万円～1,000万円未満

本人の合計所得金額が1,000万円～1,500万円未満

本人の合計所得金額が1,500万円以上

世帯に市町村民税
が課税されている
人がいない

 


